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2017 年 3 月 2 日 

 

【東日本大震災発生から 6 年】 

「災害への備えに関する調査」結果 

～あなたは大丈夫？半数以上が災害時の家族の安否確認の方法を決めていない！～ 

 

 

 

 損害保険ジャパン日本興亜株式会社（社長：西澤 敬二、以下「損保ジャパン日本興亜」）は、東日本 

大震災の発生から 6年が経過する 3月 11 日を前に、「災害への備えに関する調査」を実施しました。 

その調査結果および専門家からのコメントをご案内いたします。 

 

 

 

■調査結果のポイント 

１．8 割以上の方が、東日本大震災以降、防災の意識が高まった（質問１） 

２．半数以上の方が、災害時の家族の安否確認の方法を決めていない（質問７） 

３．4 割以上の方が、家族との集合・避難場所を決めていない（質問８） 

４．2 割近くの方が、地震への備えを何もしていない（質問２） 

 

 
 

＜アンケート概要＞ 

 調査期間   ：2017 年 2 月 8日（水）～2月 11 日（土） 

 調査方法   ：インターネット（ＰＣ、携帯電話モバイルサイト） 

 調査対象地域 ：全国 

 調査対象者  ：20～69 歳の男女 

 有効回答数  ：1,112 名（男性：555 名、女性：557 名） 
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21.9%

56.6%

17.6%

4.0%

【災害への備えに関する調査】結果 

 
質問１．東日本大震災以降、防災への意識は高まりましたか？（回答者数：1,112 名） 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問２．現在行っている地震（津波）への備えは何ですか？（回答者数：1,112 名、複数回答可） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常に高まった 

ある程度高まった

まったく変わらなかった

あまり変わらなかった 

○「意識が高まった」と答えた方は 78.5％にのぼり、8割近くを占めた 

○「飲料水」「非常食」の備蓄が上位となった 

○何の備えもしていない方が 2 割近くに上った 

50.4%

42.4%

36.4%

32.6%

31.3%

28.6%

18.8%

17.6%

7.2%

5.8%

2.1%

19.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

飲料水を備蓄している

非常食を備蓄している

カセットコンロを用意している

防災マップ等で危険区域や避難場所の確認をしている

タンス・食器棚と天井の間にストッパーをつけている

テレビやパソコンの下に滑り止めのシートを貼っている

食器棚に掛け金などの飛び出し防止をしている

消火器を備蓄している

窓ガラスに飛散防止フィルムを張っている

窓ガラスを強化ガラスに替えている

その他

上記のいずれの備えもしていない
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質問３．防災グッズとして自宅に何を用意していますか？ 

（回答対象：質問２．で何らかの備えをしていると回答した人、回答者数：900 名、複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○70％以上の方が飲料水と懐中電灯を用意している 

○学校や会社などに常備されているヘルメットを自宅で用意している方は 20％以下にとどまる 

71.9%

70.7%

62.9%

55.9%

51.0%

49.9%

45.1%

44.7%

41.7%

38.2%

34.9%

34.8%

32.4%

25.4%

21.7%

21.0%

17.9%

17.1%

16.3%

1.2%

3.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

飲料水

懐中電灯

食料品

ばんそうこう、包帯、消毒液などの救急用品

軍手

マスク

電池

ラジオ

常備薬

現金

タオル

ウェットティッシュ

使い捨てカイロ

下着

携帯電話予備バッテリー

毛布

携帯トイレ

ヘルメット

コンタクト・眼鏡

その他

上記のいずれも用意をしていない
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35.0%

23.2%

13.4%

0.3%

48.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

大雨・台風

火事

大雪

その他

地震以外には何も備えていない

質問４．地震（津波）以外で備えをしている災害は何ですか？  

（回答対象：質問２．で何らかの備えをしていると回答した人、回答者数：900 名、複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問５．防災グッズの見直し（賞味期限切れのチェックなど）をどれぐらいの頻度で行っています 

 か？ 

（回答対象：Ｑ２．で何らかの備えをしていると回答した人、回答者数：900 名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1%

12.0%

16.0%

27.1%

14.9%
0.9%

0.8%

23.2%

1 ヶ月に 1 度 

1 年に 1 度 

数ヶ月に 1 度 

半年に 1 度 

２～３年に 1 度 

１０年に 1 度 

その他 

一度も見直しを行っていない

○半数近くの方が地震以外の災害の備えをしていない  

○地震以外では、大雨・台風への備えをしている方が 35%にのぼった 

○ 4 割近くの方が、非常食の賞味期限切れのチェックなどの防災グッズの見直しを 

1 年以上行っていない 



 5

55.9%

20.9%

14.5%

10.5%

9.7%

0.3%

10.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

何も決めていない

災害用伝言ダイヤル「171」にメッセージを残す

インターネットサービスの災害用伝言板を利用する

防災アプリを利用する

各通信事業社の災害用音声お届けサービスを利用する

その他

上記以外の確認方法を決めている

  質問６．携帯電話やスマートフォン以外に、親族・友人などの連絡先を記載している 

       ものを持っていますか？（回答者数：1,112 名、複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問７．災害時の家族の安否確認の方法を決めていますか？（回答者数：1,112 名、複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○半数以上の方が、携帯電話やスマートフォンがなくなると、親族や友人の連絡先 

 が分からない 

○半数以上の方が災害時の家族の安否確認方法を決めていない 

 ○安否確認方法を決めているケースでは災害用伝言ダイヤル「171」の利用想定が多い 

52.9%

22.6%

15.7%

7.6%

1.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

何も持っていない

親族の連絡先をメモしたものを持っている

メモはしていないが、記憶している

友人の連絡先をメモしたものを持っている

その他
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58.1%
28.9%

13.0%

40.9%

36.8%

14.5%

2.7%

0.4%

4.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

何も決めていない

自宅近くの学校や公民館に避難する

自宅近くの公園・広場に避難する

勤務先や学校から近い親族や知人の家に集合する

その他

上記以外の場所に集合する

質問８．災害時、自宅以外の家族の集合・避難場所を決めていますか？（回答者数：1,112 名） 

 

 

 

 

 

質問９．災害時の自宅近くの避難場所を知っていますか？（回答者数：1,112 名） 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知っている 

知らない 

なんとなく見当がつく 

○4 割以上の方が災害時の家族の集合・避難場所を決めていない 

○6 割近くの方が、自宅近くの避難場所を知っている 
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ＳＯＭＰＯリスケアマネジメント株式会社 

取締役 リスクマネジメント事業本部長 高橋孝一のコメント 

 

東日本大震災では首都圏で約 500 万人が帰宅困難者となりました。その際、携帯電話や固定

電話がつながらなくなり、家族の安否を確認できないため、人々が徒歩で一斉に帰宅して道路

が大渋滞となりました。 

首都直下地震や南海トラフ巨大地震などが懸念されていますが、発生した場合、しばらくの

間、携帯電話やパソコンのメールなどが使用できないことが予想されています。そのため、家

族との連絡手段は複数確保しておく必要があります。また、津波や自宅の倒壊の危険により家

族が自宅に集合できない場合を想定し、自宅以外の場所を集合場所として選定しておくことも 

必要です。 

首都直下地震では最大で約 800 万人の帰宅困難者が発生すると予想されています。これを 

ふまえ、東京都は帰宅困難者対策の条例を 2013 年 4 月 1 日に施行しました。条例 

では一斉帰宅の抑制を推進していますが、これはむやみに移動すると、火災や落下物により 

ケガをする恐れがあったり、道路が大渋滞し救急車などの緊急通行車両の妨げになってしまう

からです。そのため、条例では従業員が事務所に留まることができるように 3日分の水や食料

を備蓄することを勧めています。 

「備えあれば憂いなし」という諺がありますが、大災害を想定して家族で対策を話し合い、

家財の転倒防止対策や防災グッズの見直しを行い、複数の連絡手段を確保しておくことが大切

です。  

 

 

以上 

 

 


